



























































































































































































る 9）（図 4）。その一方で、生鮮果実全体の 1世帯
当たり購入数量については、2005年の 96.3kgか

















































































































































































































16 ） この背景には、2014年から顕在化したかいよう病 Psa3の世界的流行と、それに対応したゴールド系新品種への更新が途上にあ
ることが大きく影響している。近年のキウイフルーツ栽培の動向は濱野（2019）が詳しい。
567tと、国内調達の割合が 0.6％程度と不十分な
状況にある 16）。このように、ゼスプリ社と国内産
地の両者は、高まるキウイフルーツの国内需要に
対応した国内生産の振興という共通の課題を抱え
ている。また、本稿で検討してきたように、国内
キウイフルーツ市場は過当競争の状態にはなく、
ゼスプリ社と国内産地は棲み分けによって国内市
場をいわば協調的に再活性化してきた経緯があ
る。以上のことから、キウイフルーツの国内生産
を再活性化していくためには、これまでにない生
産面での踏み込んだ協働の実現が必要といえる。
こうした果樹農業における企業と産地の協働モデ
ルは、生産者の高齢化によって今後、急激な生産
のシュリンクが予想される国内果樹農業の再活性
化に大きなインパクトを与えると考えられ、両者
の今後の動向が注目される。
付記
本稿の一部は JSPS科研費 JP19K15930の助成を受けて
のものである。
また、本稿執筆に当たっては恵泉女学園大学の澤登早
苗教授、ゼスプリ・インターナショナル・ジャパン営業
統括本部長の佐藤真史氏から貴重な資料や情報の提供を
頂いた。ここに深く感謝させて頂くとともに、事実誤認
など一切の文責は筆者にあることをお断りしておく。
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